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議題（７） 地域包括支援センターについて 

１ 地域包括支援センターの介護予防支援業務又は介護予防ケアマネジメント業務の居宅介 

護支援事業所への新規委託契約実績について 

 

新規に委託契約を締結した事業所（令和７年８月～令和８年７月） 

No 事 業 所 名 包括 事業所住所 

1 ファーマケア 朝日 刈谷市 

2 さくら居宅介護 雁が音 大府市 

3 ケアプランセンター らんまん 中部 刈谷市 

4 つくも居宅介護支援事業所 中部 静岡県富士宮市 

5 介護生活用品の専門店 ふれあい 富士松 豊明市 

 

   ＜理由＞ 

      ・介護認定の結果、要介護から要支援になり、引き続き担当を依頼するため 

（No．1,2,5） 

・夫婦の一方が要介護で居宅介護支援専門員がついており、同じ居宅介護支援専門員

を希望しているため(No．3)  

      ・対象者が県外在住であるため(No．4) 

    

資料７ 



2 

２ 地域包括支援センターの介護予防支援業務の公正・中立性評価について 

 

（１）目的 

地域包括支援センターが、担当圏域内の事業対象者、要支援１・２と認定された方に対する

介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務を独占的に実施することから、その公正・

中立性を確保することを目的とする。 

 

（２）公正・中立性評価の内容 

地域包括支援センターが作成する介護予防ケアプランの作成過程において、特定の事業者が

提供するサービスの利用を不当に誘引し、正当な理由なく特定の事業者（法人）が提供するサ

ービスに偏りがないか。 

 

（３）評価基準について 

   「刈谷市地域包括支援センターにおける介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業

務の公正・中立性評価実施要領」（３～４ページ）のとおり 

 

（４）評価の結果について 

    評価対象月：令和 8年 5月 

   サービス種別ごとに、最も利用の多かった事業者（法人）への集中状況について判定する。 

 

サービス種別 

【サービスを提供した法人数】 
センター名 

最も利用の多かった 

法人のサービス提供件数  

総件数 

占有率 判定基準数値 

訪問介護相当 

【１３法人】 

富士松 １６ ／ ５１ ３１．４％ 

≦８０％→課題なし 
 

＞８０％ 

→課題ありと推定 

雁が音 ８ ／ ３８ ２１．１％ 

中部 ４０ ／ ７２ ５５．６％ 

中央 １３ ／ ４２ ３１．０％ 

依佐美 １４ ／ ３８ ３６．８％ 

朝日 １２ ／ ５３ ２２．６％ 

通所介護相当 

【２５法人】 

富士松 ５８ ／ １５５ ３７．４％ 

雁が音 ２８ ／ １０７ ２６．２％ 

中部 １０９ ／１８７ ５８．３％ 

中央 ４３ ／ ７８ ５５．１％ 

依佐美 ６２ ／ ８９ ６９．７％ 

朝日 ７６ ／ １０８ ７０．４％ 

介護予防福祉用具貸与 

【３４法人】 

富士松 ４６ ／１５６ ２９．５％ 

雁が音 １８ ／１２３ １４．６％ 

中部 ５４ ／２１８ ２４．８％ 

中央 ２５ ／ ８５ ２９．４％ 

依佐美 ４２ ／ １２２ ３４．４％ 

朝日 ２８ ／１３７ ２０．４％ 
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刈谷市地域包括支援センターにおける介護予防支援業務及び介護予防ケアマネ 

ジメント業務の公正・中立性評価実施要領 

 

（目的） 

この要領は、担当圏域内において指定介護予防支援事業者及び指定介護予防ケアマネジメント

事業者として介護予防支援業務及び介護予防ケアマネジメント業務を独占的に実施する事業者で

ある地域包括支援センターの運営について、高度な公正・中立性を確保するための評価の実施に

あたり、必要な事項を定めることを目的とする。 

（評価の実施機関） 

評価は、長寿課において実施するものとする。 

（評価の実施回数、時期） 

評価については、毎年度中に２回、実施するものとする。実施時期については、刈谷市介護保

険事業計画・刈谷市高齢者福祉計画懇話会（以下、「懇話会」という。）の開催に合わせて、適宜

特定月を選定し実施するものとする。 

（対象サービス） 

評価は、次に掲げる介護予防サービス等を位置づけた介護予防サービス計画を対象として実施

するものとする。 

（１）訪問介護相当 

（２）通所介護相当 

（３）介護予防福祉用具貸与 

（評価方法） 

評価は、特定月に各地域包括支援センターが作成した介護予防サービス計画（委託分を含む）

のうち、訪問介護相当、通所介護相当及び介護予防福祉用具貸与のサービスが提供されている介

護予防サービス計画の数をそれぞれ集計し、それぞれのサービスについて、最も利用の多い特定

の事業者（法人）が提供するサービスへの集中状況を評価する。具体的には次の方法により特定

の事業者（法人）の占有率Ａを下記の式により算定し、下記の判定基準数値を超過しているか否

かを判定することにより行うものとする。ただし、各地域包括支援センターが作成したサービス

種類ごとの介護予防サービス計画数が１０未満の場合は、評価の対象としない。 

（１）訪問介護相当 

   特定月に作成され、Ａ社の訪問介護          ≪判定基準数値≫ 

   相当が位置づけられた介護予防サー 

   ビス計画の件数                   ≦ ８０％ → 課題なし 

                   ＝ Ａ 

   特定月に作成され、訪問介護相当が          ＞ ８０％ → 課題ありと推定 

   位置づけられた介護予防サービス計 

   画の総件数 
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（２）通所介護相当 

   特定月に作成され、Ａ社の通所介護          ≪判定基準数値≫ 

   相当が位置づけられた介護予防サー 

   ビス計画の件数                   ≦ ８０％ → 課題なし 

                   ＝ Ａ 

   特定月に作成され、通所介護相当が          ＞ ８０％ → 課題ありと推定 

   位置づけられた介護予防サービス計 

   画の総件数 

（３）介護予防福祉用具貸与 

   特定月に作成され、Ａ社の介護予防          ≪判定基準数値≫ 

   福祉用具貸与が位置づけられた介護 

   予防サービス計画の件数               ≦ ８０％ → 課題なし 

                   ＝ Ａ 

   特定月に作成され、介護予防福祉用          ＞ ８０％ → 課題ありと推定 

   具貸与が位置づけられた介護予防サ 

   ービス計画の総件数 

 

 上記により、判定基準数値を超過し「課題ありと推定」された地域包括支援センターに対し、

そのような状況になった理由について、ヒアリングを実施する。 

 

（指導） 

 ヒアリングの結果、サービスの偏りにかかる正当な理由がなく、課題があると認められる地域

包括支援センターに対しては、一定の期間を定めて、状況改善のための措置や目標時期を明記し

た是正計画を作成させる等の指導を行うものとする。 

（報告） 

 市は、評価の結果について、ヒアリング及び指導の有無にかかわらず、それぞれのサービスに

ついて、最も利用の多い特定の事業者（法人）が提供するサービスへの集中状況を、定期的に懇

話会に報告するものとする。 

（判定基準数値の見直し） 

 判定基準数値については、センターにおける介護予防支援業務の実施に鑑み必要があると認め

られるときは、懇話会に諮った上で、見直しを行うことができる。 

（その他） 

 １ この要領に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 ２ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

 ３ この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 ４ この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

 ５ この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

 ６ この要領は、令和５年４月１日から施行する。 

７ この要領は、令和７年４月１日から施行する。 








